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 1）拙著『日本自動車産業の地域集積』，東洋経済新報社，2007 年，223-224 頁。








　拙著では『工業統計表』2002 年版によって抽出した自動車産業集積地について 1990 年
以後の変化を軸に実証分析したが，小論では世界大不況前夜の日本自動車産業の地域集積を





　ここでは『工業統計表 企業統計編』によって自動車産業の推移を概観しておく（図 1 参照）。
　米国から日本にも及んだ IT バブル崩壊は，2002 年を底に回復に向かい始めた。製造業出荷
額は 2002 年には 269.3 兆円であったが 2006 年には 314.8 兆円までまっすぐ伸びた。自動車
産業の底は 1999 年だが，IT バブルの影響も崩壊の影響もさして受けることなく同年の出荷額
39.0 兆円を底に順調な回復を示し，2003 年には 45.0 兆円と 1990 年代の最高額（1992 年 44.3
兆円）をようやく抜き，2006 年には 54.1 兆円に達した。
　自動車産業の急速な回復は製造業の回復をはるかに抜くスピードと規模で生じたため，製造
業に占める自動車産業の比重（出荷額）はかつてなく高まった。それは 1999年には 13.4％であっ
たが 2002 年には 16.0％，2006 年には 17.2％にもなっている。従業員数も 2001 年には 71 万




1990 年代の低迷から脱して 2001 年以後約 13％上昇している。自動車産業の事業所のほとん
どは部品・付属品製造業の事業所であって，2006 年には自動車産業全体の 97.2％を占めてい















，1997 年には 455.3 万台あった輸出（乗用車・トラック・バス合計）は 2001
年には 416 万台まで落ち込むが，以後順調に回復して 2006 年には 596 万台になった。この数
値は 1990 年代以後最も大きい数値だったが，翌 2007 年には 655 万台と史上最高の 1985 年
673 万台近くまで迫った。したがって輸出比率（輸出台数／生産台数）は 1997 年の 41.5％を底
に 9.11 テロの年 2001 年を除いて一度も下がることなく上昇し 2006 年には 52.0％，2007 年
には 56.6％にもなった。在庫を無視して生産台数から輸出台数を差し引いた数値を国内販売
台数とすれば，国内販売は 1997年には 642万台あったが翌 1998年に 551万台に落ちた。以来，
最高の年 2005 年でも 574 万台と停滞的で小論が取り上げる時期（2003 ～ 2007 年）には平均
して 547 万台であった。
　今思えば，日本の自動車生産の拡張を支えたのはアメリカ自動車市場の膨張であり，それを
支えたのがアメリカの不動産・金融バブルだった。アメリカの新車登録台数は 1997 年 1549
































図１　1997 ～ 2006 年の自動車産業の推移
資料：『工業統計表　企業統計編』各年版による






　表 1 に示すように定義を満足する工業地区は 2002 年の 23 地区から 28 地区に増えた。自
動車産業集積工業地区として前回（2002 年）にはあった 65 群馬県前橋・伊勢崎地区，85 神
奈川県横浜・川崎・横須賀地区が姿を消し，替わって 2 北海道苫小牧地区，21 宮城県胆江地
区，61 栃木県県南地区，62 栃木県桐生地区，68 群馬県藤岡・富岡地区，118 岐阜県岐阜地区，






う。これは近接の有利性が薄らいでいくからである」（拙著，227 頁）と述べたが，表 1 はこの
展望が正しかったことを示唆しているようである。大都市の自動車産業を支えてきた北関東工










　上述の指摘だけでは大ざっぱなので，拙著で採用した 5 類型に沿って，2002 年以後の主要
な変化をもう少し具体的にみてみよう。表 2 は 2006 年の類型別の自動車産業集積工業地区を
示している。拙著では 2002 年の工業地区統計を用いて類型を抽出したが，各工業地区の集積
市区町の分析自体はできるだけ新しい時点での統計資料を用いた。したがって変化に関わる叙
 4）拙著では自動車産業集積工業地区の定義としては，製造業出荷額首位，特化係数（表 1 の注参照）＞ 1 と
してきたが，今回は輸機（産業中分類）出荷額 1000 億円以上を加えた。出荷額が小さいと集積じたいがな










実額 構成比 特化係数 実額 比率
ヵ所 人 億円 ％ 億円 億円 億円 ％
2 北海道苫小牧地区 11 3,666 1,975 19.6 1.139 438 191 1,905 96.4 
21 岩手県胆江地区 20 4,220 3,483 56.0 3.256 354 194 456 13.1 
60 栃木県宇都宮・芳賀地区 142 18,222 11,569 28.5 1.661 4,883 1,448 1,073 9.3 
61 栃木県県南地区 165 11,795 4,881 19.3 1.123 1,246 564 3,814 78.1 
62 群馬県桐生地区 89 3,792 1,008 28.2 1.641 305 166 975 96.7 
63 群馬県太田館林地区 189 20,947 16,881 49.6 2.886 4,383 1,164 7,794 46.2 
68 群馬県藤岡・富岡地区 108 4,798 1,973 32.2 1.874 532 256 1,541 78.1 
70 埼玉県西埼南部地区 177 15,704 13,148 28.8 1.676 1,455 1,163 3,757 28.6 
74 埼玉県西埼北部地区 96 7,594 2,519 28.9 1.682 884 529 2,515 99.8 
82 東京都青梅地区 61 7,013 4,975 37.4 2.176 1,145 395 666 13.4 
86 神奈川県小田原・茅ヶ崎地区 120 19,835 15,919 32.9 1.914 3,793 1,253 3,029 19.0 
118 岐阜県岐阜地区 84 4,600 1,727 28.7 1.670 378 224 529 30.6 
123 静岡県中遠地区 304 29,267 19,076 34.2 1.990 5,646 1,476 8,346 43.7 
124 静岡県西遠地区 689 41,992 24,126 55.3 3.219 7,570 2,134 15,094 62.6 
125 静岡県東駿河湾地区 267 20,023 9,616 19.1 1.111 2,461 1,051 6,144 63.9 
127 愛知県東三河地区 275 34,696 33,797 63.2 3.677 9,688 1,792 8,510 25.2 
128 愛知県岡崎地区 209 35,729 19,102 43.5 2.531 5,438 2,059 18,261 95.6 
129 愛知県知多・衣浦地区 469 77,617 30,358 47.1 2.742 6,302 4,976 23,223 76.5 
130 愛知県豊田地区 262 86,150 120,027 89.8 5.225 31,919 6,355 25,677 21.4 
134 三重県桑名・四日市地区 132 16,937 9,878 22.7 1.321 2,603 996 4,190 42.4 
135 三重県鈴鹿・亀山地区 93 14,357 16,799 58.0 3.375 5,251 984 3,569 21.2 
143 滋賀県日野・八日市地区 12 5,324 6,651 40.8 2.373 1,675 326 6,651 100.0 
180 広島県広島湾地区 154 26,100 13,943 34.9 2.031 1,988 1,686 3,731 26.8 
187 山口県山口・防府地区 21 5,491 8,673 70.3 4.091 1,473 331 1,583 18.3 
205 福岡県北九州地区 57 10,083 11,134 31.5 1.833 4,033 910 1,679 15.1 
206 福岡県筑豊地区 34 8,203 10,077 62.2 3.620 825 506 364 3.6 
218 熊本県有明・菊鹿地区 37 8,105 4,364 27.5 1.600 893 472 3,783 86.7 
223 大分県周防灘地区 26 4,017 2,284 43.8 2.551 302 147 608 26.6 
集積地区全体の合計または平均 4,303 546,277 419,963 39.7 2.308 111,829 35,441 162,640 47.8 
資料：『工業統計表　工業地区編』2006 年
表注
62 宇都宮・芳賀地区は，6 位 3049（その他航空機部分品製造業）を除く。
82 青梅地区は，2 位 3042（航空機用原動機製造業）を除く。
124 静岡県西遠地区は，4 位の 3034（舶用機関製造業）を除く。
127 愛知県東三河地区は，9 位の 3021（鉄道車両製造業）を除く。
129 愛知県知多・衣浦地区は，4 位 3051（フォークリフト・同部品・付属品製造業）を除く。
143 滋賀県日野・八日市地区は，6 位 3051 及び 28 位 3059（その他の産業用運搬車両・同部品・付属品製造業）を除く。
180 広島県広島湾地区は，7 位 3031（船舶製造・修理業），17 位 3042，44 位 3034 を除く。
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Ⅲ．愛知型自動車産業集積の進展
　1．愛知型集積の特異性
　130 豊田工業地区を核として，127 東三河地区，128 岡崎地区，129 知多・衣浦地区の 4 地


















その合計は 3 万 9400 人に達している。外国人労働者需要がいかに大きかったかを示唆するに













　愛知県内には名古屋市を含め 36 市ある（2006 年現在）が，これらの市のうち，2006 年の産
業特化係数＞ 1，輸機出荷額が 1 位の市区を「自動車産業集積地」
5)
と定義すると表 3 のように































愛知県 2,165 134 282,937 223,410 2.971 114.4 ―
名古屋市港区 61 4 6,714 2,871 1.878 97.3 167.7
名古屋市熱田区 18 1 959 723 2.515 137.8 104.7
豊橋市 89 5 8,191 3,773 1.945 103.0 124.9
岡崎市 88 10 12,188 7,148 2.695 93.3 135.9
半田市 28 2 3,899 2,442 2.090 104.8 164.0
豊川市 82 7 6,975 5,076 3.157 114.5 198.4
碧南市 59 6 9,148 4,706 3.243 143.6 290.4
刈谷市 133 10 34,445 10,935 3.701 131.7 289.9
豊田市 223 34 77,359 114,691 5.294 200.3 647.1
安城市 110 6 21,151 9,585 3.361 117.7 240.5
西尾市 72 6 19,957 10,295 4.936 131.7 289.9
大府市 54 4 8,337 6,133 3.755 126.2 277.4
知立市 34 2 2,470 583 2.392 91.4 96.1
高浜市 34 4 6,013 3,407 4.268 129.7 265.4
日進市 13 2 1,569 524 3.120 85.6 74.5
田原市 11 3 13,694 23,122 5.708 250.6 793.3
弥富市 13 0 762 400 3.465 103.6 124.9
合計・平均 1,122 106 233,831 206,413 3.384 127.2 252.1
資料：『工業統計表　市区町村編』2006 年版、朝日新聞出版編『民力』2009 年版
　注；特化係数＝（各市・区の輸機出荷額）/（各市・区の製造業出荷額等）÷（全国の輸機出荷額）/（全国の製造業出荷額等）。















2002 年以後も増加を続け 2006 年（10 月 1 日現在）には，14989 人，2008 年には 16800 人と，














している。2004 年と比較して 2006 年には従業者の増加は 6.0％に対して出荷額は 31.1％増加
している。自動車部品集積地の合理化の激しさも一部反映しているのであろう。刈谷市の外国
人登録者数は，2002 年以後も増え続け 2008 年 10 月には 5028 人に達し，その後は一転して
減少傾向を示している。同年の人口の約 3.5％にあたる。37％がブラジル人であり，多くは期





自動車集積に左右される度合いも高い。西尾市では 2002 年以後，従業者数が 25.4％，出荷額
19.5％と大幅に増えた。外国人登録者数は増え続け，2008 年 10 月には 5991 人になっている。
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（2）集積市区の民力水準









豊田市のそれが 2 位であるのは産業活動水準が同じく 6 倍だからのようにみえる。表には掲
げていないが，田原市の文化水準，暮らし水準が豊田市のそれよりもそれぞれ 60.6 ポイント，















量産組立工場（自動車，部品に限らず）は，1990 年代から 2000 年代初頭にかけて縮小閉鎖の運
命に晒された。生き残った集積地区では，再編統合によってかえって従業員数，出荷額も増加
している。





















市は工業地区には含まれていない。神奈川県厚木市，同大和市，同綾瀬市の 3 市は 84 厚木・
秦野工業地区に属するが同工業地区は自動車出荷額 2 位であったために自動車産業集積工業
地区に入っていない。























なし 東京都日野市 5 1 7,685 5,017 2.553 97.0 163.2
82 東京都羽村市 14 2 5880 4,694 4.311 114.1 248
84 神奈川県厚木市 26 6 4,869 2,549 1.966 90.5 112.1
84 神奈川県大和市 21 2 2,145 492 1.038 68.6 72.2
84 神奈川県綾瀬市 64 3 3,622 1,548 2.057 98.8 146.3
85 神奈川県横浜市神奈川区 11 1 1,610 1,057 2.167 76.9 74.9
85 神奈川県横浜市中区 4 1 935 311 2.489 100.2 60.0
85 神奈川県川崎市中原区 10 2 5,246 5,444 4.378 98.2 185.6
85 神奈川県横須賀市 62 3 6,586 6,098 3.668 72.2 87.4
86 神奈川県平塚市 35 1 6,648 6,781 3.918 98.7 154.1
86 神奈川県藤沢市 27 3 8,506 7,286 2.925 81.1 111.4
なし 大阪府池田市 4 1 7,006 3,180 4.679 87.7 114.2
合計あるいは平均 283 26 60,738 44,456 3.012 90.3 127.5 
資料：前表に同じ











　表 4 に掲げた 12 市区のうち 2007 年度の地方交付税不交付団体は，日野市，羽村市，川崎市，
平塚市，藤沢市，厚木市，大和市，綾瀬市の 8 市である
12)
。しかし表 4 に掲げた 12 市区の単





















額が 2 位，特化係数が 1 にわずかに足らないなどの理由で定義を満たさなかった工業地区が，
この間，他産業よりは相対的に大きな出荷額増加によって定義を満たすようになったためであ





　205 北九州地区は 2002 年ではⅡ型に分類していたが，事業所数がやや不足するもののⅠ型
に移した。同地区では日産苅田工場がハブであったが，2005 年 12 月に同町にトヨタ自動車
九州のエンジン工場がラインオフしで集積地の厚みが増したことも理由の一つである。
　他方，65 群馬県前橋・伊勢崎地区は出荷額がわずかの差で 2 位となったために表から落ち
た。これはダイハツ前橋工場閉鎖の影響が大きいと思われる（後述）。しかし同地区には富士
重工業の伊勢崎工場などもあり，事業所数は減少したが（143），従業者数（9501 人），出荷額
（3460 億円）の減少はわずかである。同じように 174 岡山県県南地区は石油製品，化学工業が
盛んなために，定義を満たさない（2002 年も同様）が，三菱自動車水島工場をハブに事業所（136），






















市，川越市などの方が部品メーカーの事業所数は多い。狭山市の出荷額は 2002 年以後 1 割強
伸びたが事業所数，従業員数はともに微減した。狭山工場は手狭になっており，ホンダは狭
山市の北北東にあたる大里郡寄居町に年産 20 万台規模，従業員 1700 名規模の完成車工場を
2010 年夏に，それに先だって 2009 年に比企郡小川町に年産 20 万基，従業員 500 名規模のエ
ンジン工場の新規建設を公表していた（2006 年 12 月 19 日プレスリリース）。しかし寄居工場に
ついては 2008 年 12 月に稼働開始を 1 年延期すると発表した（その後 2 年延期すると再発表した，




















(2009 年）実数 300 人以上 人 億円
60 栃木県　上三川町 11 n.a. 6,548 7,677 4.982 167.1 509.4
61 栃木県　大平町 97 n.a. 4,902 3,577 4.517 130.1 291.1
62 群馬県桐生市 64 2 3,086 978 1.930 93.9 95.0 
63 群馬県太田市 114 6 14,216 12,884 3.418 122.5 236.3
68 群馬県富岡市 52 2 2,578 1,315 2.257 118.5 166.2
70 埼玉県狭山市 18 1 8177 10,608 4.004 108.6 221.6
74 埼玉県東松山市 31 2 4,127 1,329 2.925 89.7 104.6
118 岐阜県各務原市 51 4 8,810 3,598 2.685 94.1 143.9
125 静岡県裾野市 17 1 2,980 3,673 2.923 128.1 291.7
134 三重県いなべ市 33 2 10,809 6,748 3.590 197.6 472.0 
135 三重県鈴鹿市 76 4 12,499 15,573 4.055 122.5 254.0 
180 広島市南区 20 2 8,873 10,376 4.653 129.0 216.3
180 広島県　府中町 8 2 9,604 902 4.110 71.1 92.0 
205 福岡県　苅田町 8 n.a. 5,515 10,727 4.906 238.2 650.3




















　表 5 に掲げた 14 市町のうち，上三川町，太田市，狭山市，各務原市，裾野市，いなべ市，鈴鹿市，
府中町，苅田町の 9 市町が 2007 年度地方交付税不交付団体である。
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ることによって，集積のメリットを一層大きくしている。


















　表 6 に掲げる 4 市のうち磐田市，袋井市，湖西市が 2007 年度交付税不交付団体である。牧
之原市を含めた 5 市の民力水準は全国水準より 4 割以上高い，そうなった原因の一つは産業















静岡県磐田市 151 10 17,283 13,371 3.138 145.7 342.8
静岡県袋井市 34 2 2,901 1,135 1.140 117.2 183.8
静岡県牧之原市＊ 23 2 2,251 1,729 1.446 141.5 311.3
静岡県浜松市 585 17 34,027 14,601 2.706 100.2 126.8
静岡県湖西市 78 10 8,479 10,799 3.882 214.4 719.1












　2 苫小牧地区は 2002 年には特化係数は 1 より大きかったが出荷額 3 位で定義を満足してい
なかった。同区は自動車部品製造がほとんどすべてをしめる。いすゞエンジン製造北海道（2002
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ほぼそのままハブ工場の所在する集積市町に当てはまるであろう。
（3）集積市町の民力水準
　表 7 に掲げた 7 市町のうち竜王町，大津町だけが 2007 年度交付税不交付団体である。7 市
町の平均 1 人当たり民力水準は全国水準の 70％高と 5 類型の中で最も高い。これは竜王町の












＊ 2002 年から 2006 年までの間に自動車産業の出荷額は 25.4％，従業者は 17.1％も増加した
が，その大部分は旺盛な海外市場の需要に依存したものであった。























2 北海道苫小牧市 9 2 3,657 1,974 1.127 97.9 148.1
21 岩手県金ヶ崎町 8 ― 3,529 3,666 4.628 197.8 560.1
143 滋賀県竜王町 2 ― 4,098 秘匿 ― 275.6 1046.0 
187 山口県防府市 13 2 5,022 8,380 4.115 120.7 222.3
206 福岡県宮若市 16 1 7,368 9,861 4.970 204.0 677.8
218 熊本県大津町 8 ― 4,019 2,781 3.504 156.9 341.2
223 大分県中津市 17 2 3,542 2,137 3.324 141.9 127.1
合計・平均 73 31235 28797 3.611 170.7 446.1
資料：前表に同じ
注：大津町は 2005 年の数値
41日本自動車産業集積の意外な展開（藤原）
満たす「自動車産業集積」市区町も同様に増えた。
＊これらの市区町が 2002 年以後にいっそう豊かになったかどうかは確認できなかったが，一
般に財政収入に余裕があると見なされる地方交付税不交付団体である場合が多かった。
＊ 2002 年以後民力水準が高まったどうかは利用統計の制約からできなかったが，小規模都市
の多い広域圏Ⅱ型集積市町が最も高く，次いで地方都市の多いⅠ型集積市町，静岡県のⅠ’型
集積市，愛知型集積市の順になっており大都市圏型の集積市区では全国水準よりも低くなって
いる。自動車産業集積と民力水準あるいは豊かさとの内的関連については分析はされていない。
　拙著での暫定的結論は 2006 年工業統計表を見る限り支持されよう。この間の日本自動車産
業の伸び自体が意外の観のあるほど強力長期であったことを考えれば驚くには当たらないであ
ろう。
　宴は華やかであったが，終わりを告げた。それを工業統計表で確認できるにはかなり先であ
る。そこでは本物の空洞化を見ることになるのかどうかはまだわからない。

